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１

【これまでの取組み】輸出に意欲的な産地の掘り起こしを目的として以下①～④を実施。
① 合同説明会 ・・・・・・全中、農林中金との産地向け合同説明会開催（農林水産省とも連携）
② 輸出意向調査 ・・・・・産地における課題、取り組み意向の確認
③ 輸出産地づくり支援 ・・意欲ある産地への多面的な支援、PDCAによるフォローアップ
④ 「フラッグシップ輸出産地」の認定を受け、輸出を拡大

○ 国内の生産基盤維持と生産者の所得拡大に資する輸出事業を今後も拡大していくために、海外の
ニーズや規制に対応した輸出産地づくりを通じた意欲ある産地への輸出支援に、JAグループが連携し
て取り組む。

１．JAグループ連携による輸出産地づくりの取り組み



２．フラッグシップ輸出産地 認定産地について

２



３．農業構造転換集中対策の事業規模（自民党食料安保本部等決定）など

３

【参考：新たな基本計画のＫＰＩ（米関係）】

米の生産量

（2023年） （2030年）

791万㌧ 818万㌧

米の生産コストの低減（60㎏あたり）

（2023年） （2030年）

全体：15,944円 13,000円

15ha以上：11,350円 9,500円



４．2030年に向けた全農グループの輸出拡大の取り組み

政府目標 全農グループの目指すところ

×3.6倍

青果物

×4.2倍

○ 輸出国・地域の規制撤廃
○ 米国への日本向け低関税枠の確保
○ と畜場、関係施設の老朽化改修支援
○ 農場集約・大区画化・輸出産地の育成
○ 生産振興に対する優遇措置
○ 輸出向け高需要品目確保に向けた圃場拡大
○ 効率的な輸出物流の構築

×2.8倍

フラッグシップ輸出産地と
連携した2030年品目別成長率

＜全体＞ 全農グループ内での輸出部門チームの編成、他企業との連携
＜米＞ 日本の産地精米工場・地方港(宮城等)の活用による輸送効率化
＜米＞ 海外に進出する日系飲食企業との連携強化（大手回転寿司ﾁｪｰﾝ等)
＜畜産＞ 米国東海岸エリアへの販路拡大および非アジア系への市場開拓
＜畜産＞ 輸出部位の多様化による販路開拓（ロイン系に加えウデ・モモ等）
＜青果物＞ 輸出拡大に向けた生産基盤の拡充
＜青果物＞ 海外の残留農薬基準に対応した防除体系への転換

輸出拡大に向けた整理事項
（食料・農業・農村基本計画より抜粋）

米

×6.8倍

畜産

×1.8倍

全農グループの輸出拡大に向けた主な取り組み

823億円

４



（実現のための主な機能）

持てるすべてを
「いのち」に向けて。

生産者所得向上

生産基盤の維持・強化

波及効果の高い輸出ビジネス創造を目指す

×

食農ビジネスで目指していること

食料・農業・農村基本法改正

食料安全保障をはじめとする
各種政策の推進

政策との連動した取組み

ファイナンス ネットワーク

必要とするプレーヤーへの
金融機能の提供

食農・投資活動を通じた
ネットワークを使ったビジネス創造

輸出戦略

輸出バリューチェーンの架け橋として、輸出競争力強化を支援

５．農林中央金庫における輸出戦略

５
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